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1. はじめに 

栃木県宇都宮市大谷地域では，古くから建築資材

として広く使われてきた大谷石の採石が盛んに行わ

れてきた．採石後に生まれる採石跡地下空間は，観

光用として一般に公開されている大谷資料館のよう

に，再利用されているものはごく一部であり，ほと

んどの採石跡地は放置され荒廃の一途をたどってい

る．これらの採石跡地は貴重な空間資源であり，地

下空間の特性をうまく利用することで地上施設より

も環境負荷を低減することが可能である．そこで，

本研究では採石地下空間の将来的な有効利用を検討

する材料として，大谷地区の採石跡地において有効

利用のメリットがあるとされた施設 1)に注目し，地

上施設との環境負荷量及び施設寿命を比較する．こ

の結果をもとに，ライフサイクルコストを算出し，

地下空間利用のメリット・デメリットを検討する． 

2. 対象として採石地下空間の概要 

本研究では，現在も大谷石の採石を行っている2

つの採石地下空間(対象地下空間A，対象地下空間B)

を対象とした．対象地下空間Aは，天盤高さは最大

で約30m，立坑は約20m×20mの四角形断面を有し，

深さは横坑まで約60m，最深部で約90mである．対

象地下空間Bの天盤高さは，最大で約25mで，立坑は

4.5m×4.5mの矩形断面で，深さは約22mである．環

境条件は，対象地下空間Aでは，温度が夏季13℃，

冬季3℃と大きく変化し，湿度は年間を通してほぼ

100%である．対象地下空間Bでは，温度が夏季14℃，

冬季11℃と変化が小さく，湿度は年間を通してほぼ

100%である．また，対象地下空間A，Bともに年間

を通して湧水はほとんど見られない． 

3. 採石地下空間における環境実験 

採石跡地下空間は 1 年を通して相対湿度がほぼ

100%であり，施設を建設、利用するためには，除湿

が必要である．そこで，本研究では対象地下空間 B

内にある大谷石造りの倉庫を疑似的な地下空間とみ

なし，除湿機による減湿実験及びヒーターによる加

熱実験を行った．対象地下空間 B 内にある大谷石造

りの倉庫の大きさは，横 2.0m，高さ 2.0m，奥行き

2.75m である(図-1)．実験は，倉庫内に小型除湿機及

びヒーターを設置し，5 日間運転させ倉庫内に取り

付けた温湿度計で倉庫内の温度及び湿度変化を自動

計測した．その結果，温度，湿度は一定値となり実

験前に比べて，減湿実験では湿度は約 40%，加熱実

験では約 25%の減湿となった．温度については減湿

実験で約 3.6℃，加熱実験で約 7.3℃上昇した．また，

これらの結果をもとに，倉庫内における加熱実験に

よるエネルギー消費量と，熱の出入りを考慮した伝

熱負荷計算の比較をした．温度を定常と見なした定

常負荷計算と，温度変化の著しい部分について非定

常負荷計算で，負荷値を算出した結果，計算値が実

験値の 1.5 倍から 1.7 倍大きい値を示した．これは，

負荷計算の値が安全側の値を示すことを意味する． 

4. 環境負荷計算に基づく地下空間利用の検討 

地下空間の有効利用を検討するにあたって，施設

供用時の負荷計算と施設建設に伴う負荷計算から，

地上と地下との CO2 排出量の比較を行った．対象と
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図-1 対象地下空間 B 内の倉庫 
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図-2 施設運営，建設に伴う CO2 排出量 
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する施設は，地下空間の有効利用にメリットがある

研究実験施設とした 1)．本報文では，特に温度変化

が急激で設定条件が厳しい恒温恒湿室の結果につい

て述べる．対象施設において，地上及び対象地下空

間 A，対象地下空間 B に同規模の施設(以下，地下施

設 A，B)を建設するとして，日運営負荷を算出した．

夏季，冬季の運営負荷値は，地下施設 A，B ともに

地上の同様施設よりも負荷が低い結果となった．ま

た，施設建設に伴う CO2 排出量を比較した結果,採

石跡地下空間では，人や物の出入りに昇降設備を設

置するため，その分だけ地下施設の負荷値が地上施

設の負荷値に比べて大きい結果となった．これらを

総合して，施設運営，建設による夏季，冬季一日あ

たりの CO2排出量を算出した結果を図-2に示す．地

下施設 B では，地上施設に比べて，夏季の負荷が約

25%低減された．ここで，地下施設 A に比べて地下

施設 B で負荷が低いのは，年間の温度変化が小さい

ことなど，空洞部が浅いためである．また，冬季は，

空洞内の気温が低いため，地下施設利用は有利では

ない． 

5. 構造物の寿命管理 

構造物の寿命を延ばすためには，維持補修などの

検討が必要である．本研究では構造物の部材の寿命

を推定し，地上と採石地下空間での比較を行った． 

(1) 部材劣化のモデル化 

構造部材の耐久性を推定するために，鉄筋コンクリ

ート中の鉄筋の腐食確率による寿命評価を試みた．

鉄筋の腐食確率は，既存建築物における中性化深さ

および鉄筋腐食の実態調査結果に基づいて，定式化

された(1)式を用いて算出した 2)．腐食確率P を算出

するための中性化深さとかぶり厚さの分布は，嵩ら
3)の調査結果を用いた．また，中性化深さの平均値 tC

は tC t 
4)で表した．ここに，係数 (環境条件

による係数)，  (仕上げ材による係数)，  (コンク

リートの品質係数)であり，文献 5）をもとに，α=1.5，

1.3，1.1，1.0，β=1.0， =0.37，0.28，0.20 とした． 

(2) 構造物の寿命の検討 

和泉 4)は，耐用年数を考える鉄筋の腐食確率の設

定値を提案しており，恒温恒湿室の利用目的から，

設計耐用年数を 50 年とした．(1)式より，鉄筋の腐

食確率から寿命を算出した結果，地上施設の =0.37，

 =1.5，1.3 の場合で，寿命が設計耐用年数に達しな

かった．上記の場合について，建設時にかぶり厚さ

を大きくする補強を行ったところ，地上施設は地下

施設に比べて，建設時の負荷が約 1%から 12%増加

したが，地上施設は地下施設に比べて，構造物の寿

命は短いが，構造物の補強に伴う負荷値の増加分は，

運営負荷に比べて小さい結果となった． 

6. まとめと今後の課題 

施設の運営，建設及び補強を考慮した建設負荷を

ライフサイクルコストとして，算出した結果を示す

(図-3)．設計耐用年数の 50 年の環境負荷値から見る

と，地下施設は地上施設に比べて，最大で約 24%削

減できる可能性がある．また，施設を長期的に供用

する場合，環境負荷は，地下空間の恒温性を活かす

ことで，メリットがある結果となった．今後，地上

施設と地下施設を幅広い視点から評価するための項

目の検討を行うとともに，実験値の再現のために，

算出条件の検討を行う必要がある．  
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